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新旧対照表

新 旧

１．地域再生計画の名称 １．地域再生計画の名称

（略） （略）

２．地域再生計画の作成主体の名称 ２．地域再生計画の作成主体の名称

（略） （略）

３．地域再生計画の区域 ３．地域再生計画の区域

（略） （略）

４．地域再生計画の目標 ４．地域再生計画の目標

（略） （略）

（目標） （目標）

・汚水処理施設の整備の促進 ・汚水処理施設の整備の促進

旧佐土原町域の汚水処理人口普及率を５６．７％から７１．0 旧佐土原町域の汚水処理人口普及率を５６．７％から７１．１

％に向上させる。 ％に向上させる。

旧田野町域の汚水処理人口普及率を４９．３％から７２．５％ 旧田野町域の汚水処理人口普及率を４９．３％から７２．５％

に向上させる。 に向上させる。

・石崎川の目標水質を１ランクアップしたＡ類型とする（BOD3.0mg ・石崎川の目標水質を１ランクアップしたＡ類型とする（BOD3.0mg

/㍑以下から2.0mg/㍑以下、現在のBOD2.2mg/㍑） /㍑以下から2.0mg/㍑以下、現在のBOD2.2mg/㍑）

・清武川上流部の環境基準は 類型であり、これに対応した水質 ・清武川上流部の環境基準は 類型であり、これに対応した水質AA AA
として、 ㍑の維持を目標とする。 として、 ㍑の維持を目標とする。BOD0.7mg/ BOD0.7mg/
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５．目標を達成するために行う事業 ５．目標を達成するために行う事業

５－１ 全体の概要 ５－１ 全体の概要

（略） （略）

５－２ 法第四章の特別の措置を適用して行う事業 ５－２ 法第四章の特別の措置を適用して行う事業

汚水処理施設整備交付金を活用する事業 汚水処理施設整備交付金を活用する事業

（略） （略）

［事業主体］ ［事業主体］

（略） （略）

［施設の種類］ ［施設の種類］

（略） （略）

［事業区域］ ［事業区域］

（略） （略）

［事業期間］ ［事業期間］

（略） （略）

［整備量］ ［整備量］

・公共下水道 φ７５～６００ Ｌ＝２８，５４６ｍ ・公共下水道 φ１５０～８００ Ｌ＝３３，４００ｍ

うち単独事業 Ｌ＝１１ ５３０ｍ （うち単独事業 Ｌ＝１１，５３０ｍ ）（ ， ）

処理場 ２箇所 処理場 ２箇所

・浄化槽 ６５９基 ・浄化槽 ７０８基

なお、各施設による新規の処理人口は下記のとおり。 なお、各施設による新規の処理人口は下記のとおり。

・公共下水道 ５，３３５人 ・公共下水道 ５，３３５人

・浄化槽（市町村設置型） １，０３２人 ・浄化槽（市町村設置型） １，０８５人

・浄化槽（個人設置型） １，０２０人 ・浄化槽（個人設置型） １，０２０人
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新 旧

［事業費］ ［事業費］

・公共下水道 3,579,500 千円 ・公共下水道 4,116,700 千円

（うち交付金 1,873,850 千円） （うち交付金 2,126,850 千円）

単独事業費 733,550 千円 単独事業費 837,300 千円

・浄化槽（市町村設置型） 283,025 千円 ・浄化槽（市町村設置型） 381,000 千円

（うち交付金 94,339 千円） （うち交付金 127,000 千円）

単独事業費 67,600 千円 単独事業費 73,800 千円

・浄化槽（個人設置型） 120,480 千円 ・浄化槽（個人設置型） 122,856 千円

（うち交付金 40,160 千円） （うち交付金 40,952 千円）

・合計 3,983,005 千円 ・合計 4,620,556 千円

（うち交付金 2,008,349 千円） （うち交付金 2,294,802 千円）

単独事業費 801,150 千円 単独事業費 911,100 千円

５－３ その他の事業 ５－３ その他の事業

（略） （略）

６．計画期間 ６．計画期間

（略） （略）

７．目標達成状況に係る評価に関する事項 ７．目標達成状況に係る評価に関する事項

（略） （略）

８．地域再生計画の実施に関し当該地方公共団体が必要と認める事 ８．地域再生計画の実施に関し当該地方公共団体が必要と認める事

項 項

（略） （略）


